
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

○補助対象となる免許取得者　10人
※　新幼保連携型認定子ども園移行見込園数を経過措置期間年数の５で除して算出

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27実施内容
H26 H27

（要求） （予算案）

保育教諭確保のための保育
士資格取得支援事業

補助金
特例制度を活用して保育士資格を取得する際の受
講料・教材費等に対する補助及びその受講料補助
対象者の代替教諭の雇用経費に対する補助

1,000

認可外保育施設衛生・安全対
策事業

補助金
認可外保育施設に従事する職員に健康診断を実施すること
により、認可外保育施設における衛生・安全対策を図る経
費に対する補助

-

（指摘事項等） （対応）

要求からの主な変更点

子ども・子育て支援新制度への移行に伴う事業組換え
・保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業　：　安心こども基金事業から移行
・認可外保育施設衛生・安全対策事業　：　保育対策等促進事業から移行
・保育環境改善等事業　：　保育対策等促進事業から移行

事業番号 04 07 26 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□当初要求　　■当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

事　業　名 保育対策総合支援事業 担
当
課

部局 県民文化部

課・室 こども・家庭課

総合５か
年計画

プロジェクト  E-mail kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
７－２　子育て先進県の実現

３　子育て支援体制の充実 実施期間 H27

県が関与
する理由

～

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

保育対策総合支援事業費補助金交付要綱

県民との協働による実施： 実施は困難

目指す姿
「保育士確保プラン」に基づき、受け入れ児童数に対応した必要保育士数の確保を図るとともに、障害児の受け入れに必要な改修や認
可外保育施設職員に対する衛生・安全対策など保育対策の基盤整備に必要な事業の推進を目指す。

現状
（予算編成

時）

○　平成27年度から実施が予定されている「子ども・子育て支援新制度」において、学校・児童福祉施設としての位置付けを併せ持つ単
一の施設として、新たな幼保連携型認定こども園が創設され、幼稚園教諭免許状と保育士資格を併有する「保育教諭」の配置が義務付
けられている。
○　一方、幼稚園・保育所で働く幼稚園教諭・保育士のうち１／４程度は、いずれかの免許しか保有していないと推定される。
○　女性の社会進出や働き方の多様化に伴い、保育ニーズも多様化している。平成２７年度からの子育て支援新制度の開始により複数
の事業へ移行し、より一層の支援の充実が求められている。

- 162

（当初）

- -

保育環境改善等事業 補助金

障がい児の受け入れや、病児・病後児保育事業（体調不良
児対応型）に必要な改修、設備の整備等に係る経費に対す
る補助 - - 908

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度 26年度 27要求

H28
目標

補正予算

合計（A)

予
算
額

前年度繰越

当初予算

合計 0 0

27予算案 成果目標の達成状況

2,070

目標 成果 達成状況
項目

H26末
（見込）

H27

2,070

補助対象免
許取得者

- 10人

2,070

Aの
財源

1,035

1,035

0

0

指摘事項等への対応

□監査

□決算特別委員会

□県民協働による事業改善

 概算事業費（B（A）+C） 0 2,896

826

概　算
人件費

0.10

mailto:kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

